
決 算 状 況決 算 状 況決 算 状 況令和6年度

歳  入
118億1,100万円

地方交付税（15.9%）
18億7,518万円
地方交付税（15.9%）
18億7,518万円

県支出金（6.7%）
7億9,179万円
県支出金（6.7%）
7億9,179万円

分担金及び負担金（1.5%）
1億7,613万円

地方消費税交付金（5.9%）
7億69万円
地方消費税交付金（5.9%）
7億69万円

諸収入（3.5%）
4億1,103万円

国庫支出金（13.6%）国庫支出金（13.6%）
16億849万円
国庫支出金（13.6%）
16億849万円

町税（36.0%）
42億5,268万円
町税（36.0%）
42億5,268万円

その他（5.4%）
6億3,930万円地方特例交付金（1.5%）

1億8,254万円

繰越金（4.8%）
5億6,215万円

繰入金（5.2%）
6億1,102万円

町たばこ税（4.7%）
2億59万円
都市計画税（7.0%）
2億9,725万円

軽自動車税（2.3%）
9,737万円

町民税（41.9%）
17億8,130万円
町民税（41.9%）
17億8,130万円
町民税（41.9%）
17億8,130万円

固定資産税
（44.1%）
18億7,617万円

固定資産税
（44.1%）
18億7,617万円

固定資産税
（44.1%）
18億7,617万円

町税の構成比

その他（2.2%）
2億4,400万円

消防費（3.9%）
4億3,810万円
消防費（3.9%）
4億3,810万円
消防費（3.9%）
4億3,810万円

農林水産業費（2.0%）
2億2,678万円

歳  出
111億7,058万円

民生費（38.8%）
43億3,840万円
民生費（38.8%）
43億3,840万円

令和6年度
一般会計歳入歳出決算

　令和6年度の一般会計の歳入決算額は
118億1,100万円で、前年度と比較して8億
7,326万円増加しました。増加率は8.0%で、
増加したものは、繰入金（3億3,117万円）、
国庫支出金（2億7,791万円）などです。
　歳出決算額は111億7,058万円で、前年
度と比較して7億9,500万円増加しました。
増加率は7.7%で、増加したものは、民生費
（3億5,218万円）、総務費（3億1,308万円）
などです。
　歳入と歳出の差引額は6億4,042万円の
黒字で、翌年度に繰り越すべき財源の繰越
明許費繰越額4,448万円を差引額から除い
た実質収支額は、5億9,594万円です。

総務費（14.7%）
16億4,435万円
総務費（14.7%）
16億4,435万円
総務費（14.7%）
16億4,435万円

教育費（14.8%）
16億5,262万円
教育費（14.8%）
16億5,262万円
教育費（14.8%）
16億5,262万円

土木費（8.2%）
9億1,049万円
土木費（8.2%）
9億1,049万円
土木費（8.2%）
9億1,049万円

公債費（7.4%）
8億2,666万円
公債費（7.4%）
8億2,666万円
公債費（7.4%）
8億2,666万円

衛生費（8.0%）
8億8,918万円
衛生費（8.0%）
8億8,918万円
衛生費（8.0%）
8億8,918万円

会計名

総合計

歳入（収入）決算額 歳出（支出）決算額
一般会計
特別会計
　国民健康保険
　介護保険
　後期高齢者医療
企業（水道事業）会計
　収益的
　資本的
企業（下水道事業）会計
　収益的
　資本的

令和6年度

～令和6年度健全化判断比率と資金不足比率～

〔用語説明〕

会計別決算
118億1,100万円
49億9,402万円
23億2,307万円
21億3,678万円
5億3,417万円
7億2,744万円
5億9,843万円
1億2,901万円
6億8,597万円
5億2,700万円
1億5,897万円

182億1,843万円

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、財政の健全性に関する比率の「健全化判断比率」と
「資金不足比率」を公表します。
　地方公共団体は、健全化判断比率により実質赤字比率などの各指標で「健全段階」「早期健全化段階」「財政再
生段階」に区分され、早期健全化段階や財政再生段階となった場合には、財政健全化計画・財政再生計画に従っ
て財政健全化を図ることになります。公営企業は、資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、経
営健全化計画を定めなければなりません。
　阿久比町の令和6年度決算では、健全化判断比率は「健全段階」となり、資金不足比率は基準を下回りました。

◇実質赤字比率　福祉、教育、まちづくりなど
を行う一般会計などの赤字の程度を指標化
し、財政運営の深刻度を示すものです。

◇連結実質赤字比率　全ての会計の赤字や黒
字を合算し、町全体としての赤字の程度を指
標化し、町全体としての運営の深刻度を示す
ものです。

◇実質公債費比率　借入金の返済額やこれに
準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの
危険度を示すものです。

◇将来負担比率　一般会計の借入金残高だけ
でなく、将来支払っていく可能性のある負
担などの現時点での残高の度合を指標化
し、将来財政を圧迫する可能性が高いかど
うかを示すものです。

◇資金不足比率　公営企業の資金不足を公営
企業の事業規模である料金収入の規模と比
較して指標化し、経営状況の深刻度を示す
ものです。

111億7,058万円
48億7,567万円
22億7,103万円
20億7,156万円
5億3,308万円
8億8,925万円
5億4,420万円
3億4,505万円
8億191万円
5億1,586万円
2億8,605万円

177億3,741万円

《資金不足比率》
町の比率

水道事業会計

下水道事業会計

経営健全化基準事 業 名

20.0
̶

̶

※ 町の実質赤字比率、連結実質赤字比率については、赤字ではない
ため比率は「̶」表示
※ 将来負担比率については、財政再生基準が設定されていないた
め「̶」表示

※ 各会計とも資金不足額がないため比率は「̶」表示

町の比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

早期健全化基準 財政再生基準
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（単位：%）

将来負担比率

指 標 名

《健全化判断比率》
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